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（Employee Entitlement Support Scheme: EESS）の代わりに，新たに一般労































































































































82 文化論集第 35 号
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債権に格上げされた。中国法では，賃金債権の一部を破産債権者が共同して負
担する，あるいは，さらに，フランス破産法のように，担保債権者より一定範
囲の賃金債権を優先弁済できるように改正する方法が考えられる。すなわち，
担保権弁済の制限も視野にいれつつ，破産法制を体系的に見直しするというこ
とである。
　しかし，中国の現状をみれば，現段階での破産法改正は厳しいであろうと思
われる。出来上がったばかりの法律を性急な改正すべきではない。それに，た
とえ改正する方向に決まったとしても，改正作業は複雑で相当な議論と時間が
必要となる。しかも，日本の実際の実務運用から見ても，例えば，特に小規模
な会社倒産のケースでよく見られるように，賃金債権を財団債権部分と優先的
破産債権部分とを正確かつ的確に分けることは非常に難しく，運用上では様々
な問題があると明らかになっている31。
　したがって，目下のところ考えることができるのが未払賃金立替払制度の創
設である。これは中国においては「焦眉の急」である上に，世界潮流の流れに
も合致している。近年世界的に見ても，賃金債権については，多くの国々が特
別の保護を与え，その充実化と強化を図っていることが明らかになっている32。
　ドイツ，日本，フランス，イギリス，オーストラリア，オーストリアなどの
諸外国のほとんどが1970年代に未払賃金の立替払制度が創設され，運用が行わ
れた。そしてアメリカの一部の州にも未払賃金の立替払事業が行われている。
さらに，ＥＵにおいては，2001年に欧州委員会は使用者の破産の場合の労働者
─────────────────
30　日本破産法の改正について，最高裁判所事務総局民事局監修『倒産法制改正関係資料』（法曹会，
1999），福永有利ほか「倒産法実体法改正のあり方を探る」別冊NBL 69号（2002），「破産法等の
見直しに関する中間試案と解説」別冊NBL 74号（2002），「破産法改正と倒産実体法の見直し」ジュ
リスト1273号（2004）などがある。
31　伊藤眞ほか「新破産法の基本構造と実務」ジュリスト増刊号（2007）339頁以下〔田原発言〕。
32　諸外国における労働債権の保護については，「労働債権の保護に関する研究会報告書」労働法律
旬報1503号（2001）57頁以下，有田謙司「倒産時における労働債権の保護－先進諸国のスタンダー
ドー」世界の労働51巻３号（2001）34頁，６号52頁，11号12頁以下。
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の保護に関する指令の改正案を公表し，2002年に欧州議会の修正案を受け入
れ，保護の強化をしていく方向に進んでいる33。また，日本でも未払賃金の立
替払制度を充実して，従業員の生活保護を強化すべきとの指摘もある34。
　本稿のはじめや本文中にも触れたように，中国においては未払賃金を巡って
の労働争議や抗議行動が多発し，今や社会の治安を揺るがす深刻な社会問題と
なっている。「和諧（調和）社会」を目指す中国政府には，この立法課題を早
急全力に取り込む必要がある。したがって，日本をはじめ，オーストラリア，
ドイツ，フランスなど諸外国の関連法制，運用状況と問題点を参考にした上で，
一刻も早く中国の現状に適する充実した法制を創設することが労働者権利の保
護のためだけではなく，中国の法制度の整備に重要なアプローチにもなる。そ
して，何よりも政治的にも社会を安定させるための最重要課題であることに違
いないのである。
─────────────────
33　本修正案に未払賃金の対象に，加盟国の国内法に従い，雇用の終了に伴って支払われるべき解雇
手当も含まれることを明確にされた。厚生労働省『2001年－2002年の海外情勢』http://www.
mhlw.go.jp。なお，当該「指令」について，濱口桂一郎「ＥＵの企業倒産時の労働者保護指令の動
向」世界の労働52巻２号（2002）16頁以下。
34　前掲注31伊藤眞ほか「新破産法の基本構造と実務」341頁以下〔山本発言〕。なお，賃確法の問題
点について，木川裕一郎「雇用者の倒産と賃金債権の保護─賃確法の再構築に向けて─」新堂幸司
先生古希祝賀『民事訴訟法理論の新たな構築（下巻）』（有斐閣，2001）495頁以下。
